　　　年度　町・県民税届出書（租税条約に基づく住民税免除）
多度津町長 殿
１　適用を受けようとする租税条約に係る事項
　日本国と　　　　　　　　　　　　　　との間の租税条約　第　　　　号　第　　　項

２　報酬・交付金の支払いを受ける者に関する事項
	氏名
（生年月日）
	賦課日の住所
	在留期間
	契約期間

	
	入国前の住所
	入国年月日
	国籍

	
（　　　　　）
	多度津町
	　　　　～
	

	
	
	
	

	
（　　　　　）
	多度津町
	　　　　～
	

	
	
	
	

	
（　　　　　）
	多度津町
	　　　　～
	

	
	
	
	

	
（　　　　　）
	多度津町
	　　　　～
	

	
	
	
	

	
（　　　　　）
	多度津町
	　　　　～
	

	
	
	
	

	
（　　　　　）
	多度津町
	　　　　～
	

	
	
	
	



３　報酬・交付金等の支払者に関する事項
	日本国内の恒久的又は固定的施設の状況
	名称
	

	１．有　　　　２．無
	所在地
	

	
	事業の内容
	



４上記の支払者から前年中に支払いを受けた報酬・交付金で１の租税条約の規定の適用を受ける者に関する事項
	所得の種類
	報酬等の支払日

	
	

	報酬等の支払いを受ける者の資格及び提供する役務の内容
	



租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律の施行に関する省令第１１条に基づき、別添書類を添付し上記のとおり届け出ます。また、所轄税務署に対し、「租税条約に関する届出書」を　　　　　　年　　　　月　　　　日に提出していることを申し添えます。　　　　　　　　　
　　　　≪提出年月日≫　　　　　　　年　　　月　　　日　

[bookmark: _GoBack]※添付書類―税務署提出の「租税条約に関する届出書」の写し
